
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

測 量 、 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 の 

指名競争入札参加資格審査の申請について 
 
 
 
 
 

令和７年度及び令和８年度の安芸地区衛生施設管理組合が発注する測量、建設コ

ンサルタント業務について指名競争入札に参加しようとする者の資格及び申請手続

等は、申請要領のとおりです。 

なお、ご不明な点がございましたら、下記までご連絡ください。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

                 記 
 
 
 
        〒７３１－４３０１ 
 

広島県安芸郡坂町２１３２２番地の１１ 
 

 
 
 

     安芸地区衛生施設管理組合 
     

総 務 課 
 

電 話 （０８２）８８５－２５２５ 

 

                   ＦＡＸ （０８２）８８５－２５２７ 
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測量、建設コンサルタント業務申請要領 

 

  １ 指名競争入札参加者に必要な資格 

   ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定

に該当しない者であること。 

   ⑵ 安芸地区衛生施設管理組合との契約において次のア～カに該当すると認めら

れた者で、その事実があった後２年（又は管理者が定めた期間）を経過した

者又は、その者を代理人、支配人その他使用人又は入札代理人として使用す

る者。 

     ア 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品

質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

     イ 競争入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を

害し、若しくは不正の利益を得るため連合した者 

     ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた   

        者 

     エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

     オ  正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

     力 アからオまでのいずれかに該当する事実があった後２年（又は管理者が

定めた期間）を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支配人その他

使用人として使用した者 

   

２ 申請する業種の区分について 

申請にあたっては、次に掲げる業種区分の中から希望する業種を選択し、申

請してください。 

業種コード 業 種 区 分 

３００１ 測量業務 

３００２ 地質調査業務 

３００３ 建築関係建設コンサルタント業務 

３００４ 補償関係コンサルタント業務 

３００５ 土木関係建設コンサルタント業務 
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  ３   申請手続きについて 

  （１） 申請書配布期間及び時間（当組合での配布） 

   ア 期 間 

     令和７年９月１日から、令和７年９月末日まで。 

（土曜日、日曜日及び、祝日を除く。） 

     イ  時  間 

         午前９時００分から午前１１時３０分まで。 

         午後１時３０分から午後 ４時００分まで。 

  （２） 申請書提出期間 ※郵送のみ 

        期  間 

        令和７年１０月１日から、令和７年１０月３１日まで。 

 

  （３） 提出場所 

       広島県安芸郡坂町２１３２２番地の１１ 

       安芸地区衛生施設管理組合 総務課 

  （４） 提出書類及び記入要領等 

     各様式は必ず複写（ｺﾋﾟｰ）して使用して下さい。 

また、この冊子は入札参加資格認定後も変更に関する届出の際に必要となる

ので、保管しておいて下さい。（変更に関する届出の詳細については「建設

工事等競争入札参加申請書記載事項変更届」下欄を参照して下さい。） 

詳細については別表による。 

  （５） 資格審査の通知 

       資格を認定した時は、本人に通知する。 

  （６） 資格の有効期間 

     当該資格が認定された日から、令和８年度末日（令和９年３月３１日）まで

とする。 

ただし、期間満了後においても次期資格を申請し認定されるまでの間は、

次期資格認定の可否が決定される日までは有効とする。 
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  別 表 

区

分 

番

号 
提  出  書  類 記     入     要     領 

 

 

測 

 

量 

 

・ 

 

建 

 

設 

 

コ 

 

ン 

 

サ 

 

ル 

 

タ 

 

ン 

 

ト 

１ 

測量、建設コンサルタント業

務入札参加資格申請書 

 （様式第１号） 

申請者が法人の場合は代表者名、個人営

業の場合は経営者名で申請し、実印を押印

して下さい。 

２ 

登録を受けている事業の登録

証明書 

 

測量業者登録証明書・建設コンサルタン

ト登録証明書・地質調査業者登録証明書・

補償コンサルタント登録証明書（登録業者

のみ）、建築士事務所登録証明書・土地家

屋調査士登録証明書・計量証明事業 

者登録証明書 

３ 
登記簿謄本（法人の場合）又は 

身分証明書（個人の場合） 

申請の日3か月以内に発行されたものを

提出して下さい。 

４ 

納税証明書 

（申請日の前３か月以内に発

行されたもの、県税は不要､

複写可） 

(1) 市区町村税の納税証明書、直前１年におい

て、その所在地で賦課されている納付すべ

き市区町村税の納税証明書（完納証明のこ

と。未納がないこと用の完納証明書） 

(2) 消費税及び地方消費税（国税）の納税証明

書、納税地を管轄する税務署で発行しま

す。 

・未納の税額がない旨の納税証明書（その

３・未納がないこと用） 

・管轄する税務署によっては「その３の２、

その３の３」の場合があります。 

・納付すべき税額がない場合も、上記の納税

証明書は発行されます。 

５ 
経営規模等総括表 

 （様式第10号） 

⑴ ※印欄は記入の必要はありません。 

⑵ 様式中の記入要領により記入してくだ

さい。 

６ 
測量等実績調書 

 （様式第11号） 

様式中の記入要領により記入してくださ

い。 

７ 
技術者経歴書 

 （様式第12号） 

様式中の記入要領により記入してくださ

い。 

８ 委任状 （様式第７号） 
権限を支社長、営業所長などに委任する

場合に限ります。 

９ 
使用印鑑届 

 （様式第８号） 

本組合との取引に使用する印鑑(使用印)

は、実印の必要はありません。 
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区

分 

番

号 
提  出  書  類 記     入     要     領 

10 印鑑証明書（原本） 

申請の３か月以内に発行されたものを提
出して下さい。 

 
(1) 法人は、法務局登記官が発行するもの 
(2) 個人営業者は、市（区）町村長が発行

するもの 

11 受付票・業者カード 
 （様式第９号の2） 

業者カードの記載要領により記入し、申
請書ファイルとは別に添付してください。 
 
必ず希望する業種ごとに業者カードを１枚ずつ

作成してください。 
 

※ファイルに綴じないこと。 

12 資格認定通知用封筒 

返信先宛名を記入し、切手を貼って提出
して下さい。（110円切手） 

 
 ※ 受付票用返信用封筒（切手貼付）も同
封して下さい。 

(返信用封筒計２通を同封) 

備 

 

 

考 

１ 提出書類は、記入要領で定めているものを除き、申請書を提出しようとす

る年の１月１日を基準として作成して下さい。 

 

２ 記載事項を訂正する場合は、修正液でなく実印で訂正して下さい。 

 

３ 提出書類は Ａ４版で１番～１０番の順序に Ａ-4-版フラットファイル

（赤）に綴じて提出してください。 なお、ファイルの背表紙下部に会社名を

記載してください。 

 

４ ※ 添付書類は「印鑑証明書」を除き、複写機による写しでも構いません。 

 

 



 

 

様式第１号（第５条関係） 
 
 
 

測 量 、 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 
入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書 

 
 
 
                           令和  年  月  日 
 
 
 
 
 
  安 芸 地 区 衛 生 施 設 管 理 組 合 管 理 者                                              様 
 
 
 
 
 
              所在地（住所） 
 
          申請者 商号又は名称              ㊞ 
 
            代 表 者 氏 名               
 
 
  この度、貴組合所管に係る測量、建設コンサルタント業務等の入札に参加した

いので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。なお、この申請

書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。 

 
希 望 営 業 種 目                                  

測量、建設コンサルタント業務 
（希望する入札参加資格の業種コード及び業種区分を下欄に記入） 

業種コード  業 種 区 分 

   

   

   

   

   

 



 

 

様式第７号（第４条関係） 
 
 

委 任 状 
 
 
 

令和  年  月  日 
 
 

安芸地区衛生施設管理組合管理者  様 
 
 
 
 
 
 

所在地（住所） 

（委任者） 商号又は名称                   

代 表 者 氏 名 

 
 
 
 
 

私は、次のものを代理人と定め、安芸地区衛生施設管理組合との下記事項に関す

る権限を委任します。 

 
 
 
 

所在地（住所） 

（受任者） 商号又は名称                   

代 表 者 氏 名 

 
 
 
 

１ 委任事項 

 ⑴ 入札、見積りに関する件 

⑵ 契約の締結に関する件 

⑶ 契約代金、保証金の請求及び受領に関する件 

⑷ 復代理人選任に関する件 

⑸ その他これに付随する一切の件 

 
 

２ 委任期間   令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

実  印 

実  印 



 

 

様式第８号（第５条関係） 
 
 

使 用 印 鑑 届 
 
 

令和  年  月  日 
 
 
 
 

安芸地区衛生施設管理組合管理者  様 
 
 
 
 
 
 

所在地（住所） 
 
商号又は名称                  

 
 
代 表 者 氏 名 

 
 
 
 
 

次の印鑑を安芸地区衛生施設管理組合との取引に関連し生じる一切の事項に使用

する印鑑としてお届けします。 
 
 
 
 
 
 

１ 使用印 
 
 
 
 
 
 

２ 使用期間   令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実  印 

印 



 

 

様式第10号（第5条関係） 

経 営 規 模 等 総 括 表 

ふ り が な 

商号又は名称 

  

 

本   店 

所 在 地 

  

 

測  

量  

等  

実  

績  

高 

競争への参加を

希 望 す る 

業 種 区 分 

直前第２年度分決算 直前第1年度分決算 年間平均 

実 績 高 

※ 審査 

   数値   
 年  月から 

 年  月まで 

 年  月から 

 年  月まで 

 年  月から 

 年  月まで 
 年  月から 

 年  月まで 

 

千円 千円 千円 千円 千円 

※      

      ※ 

      ※ 

      ※ 

      ※ 

計      ※ 

損 益 計 算 書 税 引 前 当 期 利 益 

千円 千円         千円

（ S） 








n

m
 

    % 

       % 

 貸
借
対
象
麦 

区     分 

 年  月から 

 年  月まで 

 年  月から 

 年  月まで 
区   分 

 年  月から 

 年  月まで 
 年  月から 

 年  月まで 

流動資産計（m） 

      千円 

  

      千円 

  

流動負債計

（n） 

       千円 

  

 千円 

 

固定資産計（Q）   

総資本額 

（R）   








Ｑ

Ｐ
 

       %  

自
己
資
本
額 

区     分 直前決算時 
剰余（欠損）

金処分 

処       分 

計 
決算後 

増減額 
合     計 

払 込 資 本 金 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

  

積   立   金      








Ｒ

Ｓ
 

       % 
 

次期繰越金 

利益（欠損）金      

計   （P）    

常
勤
職
員
の
数 

技         術         関          係 

事務関係 計 

 

土木工学 建蘂学 機械工学 電気 学   その他 

人 人   人    人 人    人 （  ）人 

営
業
年
数
等 

創    業 作 業 又 は 転 （廃） 業 の 期 間 現組織への変更 営業年数  

年  月  曰 年 月 曰から   年 月 曰まで 年 月 曰 年 

 

記載要領 

 １ 「審査数値」の欄の、 








n

m
、 









Ｑ

Ｐ
及び 









Ｒ

Ｓ
については、申請者が記載すること。（１事業年度２回の決算の場合は、

２期分を合計したうえで比率を算出すること。） 



 

 

様式第11号（第5粂関係） 
測   量   等   実   績   調   書 

 

記載要領 

１ この表は、登録を受けた業種の各別又はその他営業の種類の各別に作成すること。 

２ この表は、直前2年間の主な完成業種及び直前2年間に着手した主な未完成業務について記載すること。 

３ 下請については、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。 

４ 「測量等対象の規模等」の欄には、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造。・延べ面積等を記載すること。 

発 注 者 
元請又は 

下請の別 
件    名 測量等対象の規模等 

業務履行場所の 

ある都道府県名 
請 負 代 金 の 額 着 手 年 月 完成（予定）年月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 

                  年   月       年   月 



 

 

 様式第12号（第5条関係） 

技    術    者    経    歴    書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載要領 

 1 この表は、土木、建築若しくは設備又は職種の各別に作成すること。 

   また、「氏名」の記載は、営業所（本店又は支店若しくは常時契約を締結する事務所）ごとにまとめて行い、その直前に括弧書きで当該営業所名 

  を記載すること。 

 2 「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載すること。 

 3 「法令による免許等」の柵には、業務に閲し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。 

   （例：00建築士、00土木施工管理技士など） 

 4 「業務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等の業務に従事した職種及び地位を記載すること。 

 

氏     名 
最 終 学 校 法令による免許等 

業    務    経    歴 経験年月数 
学 校 名 専 攻 学 科 名   称 取得年月日 

         年  月 

         年  月 

         年  月 

         年  月 

         年  月 

         年  月 

         年  月 

         年  月 



 

 

受  付  票          様式第９号の２（第５条関係） 

                 業 者 カ ー ド

登
録
番
号 

 

 

 

※受 付 番 号 

※ 

業 種 区 分 
(業種区分を記載) 

 

商号又は名称 
(会社名を記載 ) 

 

※受付番号 

※ 

  

業種コード   

希望業種別（業種区分）   

（ふりがな） 

商号又は名称 

 

 

（ふりがな） 

代表者の役職 

及び氏名 

 

 

 

郵便番号 〒   －     
電話 

番号 
 

FAX 

番号 
 （ふりがな） 

本店所在地 

 

 

経 営 規 模 等 経 営 状 況 
種別の直前２か年の 

１件最高契約金額 

種別の直前２か年の 

年間平均契約金額 

 

自己資本額 
総職員数 

技術職員数 

（再掲） 
営業年数 

流動比率 










n

m  
固定比率 










Q

P
 

純利益率 










R

S
 

千円 

 

人 

 

 

 

人 

 

 

年 

 

 

％ 

 

 

 

％ 

 

 

 

％ 

 

 

 

千円 

 

 

 

千円 

 

 

 （ 資本金の額 ） 

千円 

（               ） 

登録業種(業種区分) ・測量業務 ・地質調査業務 ・建築関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 ・補償関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 ・土木関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 

（ｺｰﾄﾞ:3001）（ｺｰﾄﾞ:3002）  （ｺｰﾄﾞ:3003）      （ｺｰﾄﾞ:3004）     （ｺｰﾄﾞ:3005） 

支店及び 

営業所 

名称 所在地 
公
共
団
体
等
の
県
内
実
績 

広島県 有 ・ 無 

 
〒   －     

 広島市 有 ・ 無 

委任を受けたものの 

職氏名 

（ふりがな） 

 

 

安芸地区衛生施設管理組合 有 ・ 無 

その他（国・公社・公団等） 有 ・ 無 
電話番号  ＦＡＸ  



 

 

 

 

 

業 者 カ ー ド の 記 載 要 領 

 

 1  希望する業種ごとに業者カードを１枚ずつ作成すること。（業種ごとに必ず別の用紙に記入） 

2  ※欄は記入しないこと。 

3 「自己資本額」の欄には、経営規模等総括表により記入すること。 

4 「（資本の額）」の欄には、登記簿謄本上の額を記入すること。 

5  上記3・4欄を除く「経営規模等」及び「経営状況」の各欄には、経営規模等総括表の数値を記入すること。 

6 「種別の直前2か年の1件最高契約金額」及び「種別の直前2か年間の平均契約金額」の端数は四捨五入すること。 

7 「登録業種」及び「公共団体の県内実績」の欄には、核当するものを○で囲むこと。 

8 「支店及び営業所」の欄には、県内に所在する場合のみ記入すること。 

9  太線の枠内を記入すること。 

 



 

 

測量・建設コンサルタント業務 

競争入札参加申請書記載事項変更届 

 

令和  年  月  日 

 

 安芸地区衛生施設管理組合管理者 様       

 

(所在地) 

 

(商 号) 

 

(代表者)              ㊞ 

 

変 更 事 項 
 

変 更 

 

内 容 

新 
 

旧 
 

 関係書別紙添付のとおり 

 

記載について 

 １ 変更の区分には、住所変更・社名変更・代表者変更・資本金変更・

委任関係変更・登録更新等と記載する。 

 ２ 変更事項が２以上の場合は併記してよい。 

添 付 書 類 

 住 所 変 更            （登記簿謄本・委任関係のあるときは新委任状） 

 社 名 変 更            （登記簿謄本・委任関係のあるときは新委任状・新登録証

明書・使用印鑑届） 

 代 表 者 変 更            （登記簿謄本・委任関係のあるときは新委任状・印鑑証明

書の原本・使用印鑑届） 

 資 本 金 変 更            （登記簿謄本） 

 委 任 関 係            （新委任状） 

 組 織 変 更            （入札参加申請の添付書類一切） 

 登 録 更 新            （更新証明書） 

 登 録 変 更            （新登録証明書写） 

 実 印 変 更            （印鑑証明書の原本） 

 使 用 印 変 更            （新旧印影） 



 

 

様式第７号（第４条関係） 

 

 

委 任 状 
 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

安芸地区衛生施設管理組合管理者  様 

 

 

 

 

 

 

所在地（住所） 

（委任者） 商号又は名称                   

代 表 者 氏 名 

 

 

 

 

私は、次のものを代理人と定め、安芸地区衛生施設管理組合との下記事項に関す

る権限を委任します。 

 

 

 

 

所在地（住所） 

（受任者） 商号又は名称                   

代 表 者 氏 名 

 

 

 

１ 委任事項 

 ⑴ 入札、見積りに関する件 

⑵ 契約の締結に関する件 

⑶ 契約代金、保証金の請求及び受領に関する件 

⑷ 復代理人選任に関する件 

⑸ その他これに付随する一切の件 

 

 
２ 委任期間   令和  年  月  日から令和  年  月  日 

 

実  印 

実  印 


